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１．研 究 目 的 

 社会的養護の草創期において、福田会育児院や愛知育児院等の育児事業が果たした役割

について検討し、明らかにする。当時の育児事業では、特に３歳未満児の施設入所受け入

れでは、施設周辺や郊外の農村地域の家庭への委託（家庭養護）として事業が展開される

ケースが多い。戦後は、児童福祉法による乳児院や里親等への措置の仕組みが構築された。  

 福田会育児院は、1879（明治 12）年に仏教諸宗派の合同で、東京・日本橋に創立され

た育児事業を運営し、『福田会沿革畧史』（1909 年）によると檀家や里親に乳養を依頼し、

乳養期を過ぎた子どもは育児院内で引き続き養育を受けた。愛知育児院は、1886（明治

19）年に森井清八、荒谷性顕らにより、愛知県名古屋市に創立された育児事業を運営し、

『愛知育児院史』（1898 年）によると創立当初から乳養期の入所児は里親に委託して養育

を受けた。明治初期から運営されてきた両育児事業の養護内容には類似点が多いが、その

理由やその他の育児事業の養護内容との異同は十分に明らかになっていない状況である。 

２．研究の視点および方法 

 戦前期の育児事業関係資料を体系的に検証し、乳幼児の里親委託や養護内容を明らかに

することを目指したい。報告者は、福田会所蔵史資料、愛知育児院所蔵史資料については

史資料の保存及びアーカイブズの構築に関わらせて頂いている。生後間もなく入所するケ

ースから３歳以上で入所するケースなど、入所状況は多様であるが、入所後は里親委託を

実施するケースが多い。委託先の確保の見込みがついた段階で入院許可となる場合もあっ

たとみられる。特に福田会と愛知育児院の一次史資料を使用し、これらの養護内容を検討

する。 

３．倫理的配慮 

 本研究は、日本社会福祉学会研究倫理指針にもとづいて実施しており、福祉サービス利

用者について述べる場合は個人が特定されないように配慮している。 

４．研 究 結 果 

 社会的養護の草創期における育児事業では、施設入所後に施設周辺や郊外の農村地域の
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家庭への養育委託を実施するケースが多く、委託は入所児の個別的な養護を実現できる理

想的なものと理解されていた。里親家庭で養護する場合は、福田会育児院、愛知育児院と

もに、里親についての入念な調査を実施していた。「愛知育児院規程」に、第二章育児の部

において、第十八条  院内養育ハ本院内ニ於テ養育ス、院外養育ハ投乳ノ為メ又ハ他ノ請求

ニ依リ他家ニ於テ養育ス、院外育児ハ年齢満五ヶ年ニ達スレハ院内エ収養ス、院外育児養

育料ハ月額金三円五十銭以内ニ於テ院長之レヲ定ム、委托養育ハ他ノ委托ニ依リ院内ニ収

養ス 第十九条 一ヶ月一回以上院外育児養育ノ状況ヲ視察ス とある。両育児院の入所児

資料から、家庭養護を経て里親との養子縁組を模索するなどの取り組みがなされていたこ

とが分かる。『福田会月報』によると、里親家庭での養護で最も重視されるのは入所児の生

命の安全の確保についてであり、そのための様々な取り組みが展開されていったことを理

解できる。1905（明治 38）年の愛知育児院日誌には、「兼テ救護義会ニ於テ救護許諾ヲ□

タル（略）三男Ａ本日入院セシメタリ、兼テ救護義会救旨願出シタル当市（略）四男Ｂ同

会ニ於テ許可セラ（レ）更ニ本院ヘ保育ヲ托サレ本日之ヲ引取リ更ニ当分ノ内実父母ヘ預

ケタリ」（五月廿六日）とある。実父母が存在する場合に、それを入所児の保母とみなして

養護することも育児事業の取り組みの一つであった。また、入所児の養子縁組を目指す取

り組みもあるがその数は必ずしも伸びず、長期にわたる養護、すなわち高年齢児を育児事

業において長期的に養護することになっていった。 

５．考 察 

 育児事業の養護内容の検討から、入所当日に里親委託されているケースが多数を占める

こと、家庭養護されていた入所児が３歳以上となると施設養護に移行することを原則とし

ていたことなどが分かる。現在の子どもの貧困問題・虐待問題は、社会的養護すなわち子

どもの公的な保護・養育を迫ってきているが、子どもの保護・養育の継続性を考えるとき、

育児施設とともに里親制度も重要となる。育児事業による里親委託の史資料からは、その

果たした役割が見える。特に３歳未満児の施設入所受け入れは、施設周辺や郊外の農村地

域の家庭への委託（家庭養護）として事業が展開された。それは社会的養護の草創期にお

いては必然的であった。戦後の児童福祉法による乳児院や里親への措置の仕組みが戦前期

の育児事業による委託の仕組みをどのように継承していったのか、その他の育児院を含め

ての里親委託の総合的な検証を通して考察する必要があると考える。 
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